
農業経営改善計画認定申請書

令和３年 ４月 １日

農業経営基盤強化促進法（昭和５５年法律第６５号）第１２条第１項の規定に基づき、次の農業経営改善計画の認定を申請します。

○ 砺波市長 殿

富山県知事 殿

北陸農政局長 殿

農林水産大臣 殿

申
請
者

住所 砺波市栄町７－３ 連絡先 ０７６３－３３－１１１１

フリガナ ﾉｳｼﾞｸﾐｱｲﾎｳｼﾞﾝ ﾄﾅﾐｴｲﾉｳｸﾐｱｲ フリガナ トナミ タロウ

個人・法人名 農事組合法人 砺波営農組合
代表者氏名
（法人のみ） 砺波 太郎

生年月日・
法人設立年月日 令和３年３月１日

法人番号
（法人のみ） １２３４５６７８９０１２３

農 業 経 営 改 善 計 画

①農業経営体の営農活動の現状及び目標

（１）営農類型

現 状 目標（令和８年）

■稲作 □麦類作 □雑穀・いも類・豆類 □工芸農作物 □露地野菜

□施設野菜 □果樹類 □花き・花木 □その他の作物（ ）

□酪 農 □肉用牛 □養 豚 □養 鶏 □養 蚕 □その他の畜産（ ）

□複合経営
■稲作 □麦類作 □雑穀・いも類・豆類 □工芸農作物 □露地野菜

□施設野菜 □果樹類 □花き・花木 □その他の作物（ ）

□酪 農 □肉用牛 □養 豚 □養 鶏 □養 蚕 □その他の畜産（ ）

□複合経営

（２）農業経営の現状及びその改善に関する目標

現状 目標（令和８年） 現状 目標（令和８年）

主たる従
事者の人
数

３人年間所得 1,500 万円 2,500 万円 年間労働時間 10,500 時間 10,000 時間

主たる従事者１人
当たりの年間所得

－ 万円 － 万円
主たる従事者１人

当たりの年間労働時間 － 時間 － 時間

②農業経営の規模拡大に関する現状及び目標

（１）生産 （２）農畜産物の加工・販売その他の
関連・附帯事業（売上げ）

作目・部門名
（耕 種）

現 状 目標（令和８年）

作目・部門名
（畜 産）

現 状 目標（ 年）

作付面積
(a)

生産量
作付面積
(a)

生産量
飼養頭数
（頭、羽）

生産量
飼養頭数
（頭、羽）

生産量
事 業 内 容 現 状 目 標（ 年）

万円 万円

水稲 2000 100,000 2,000 110,000 万円 万円

大麦 500 12,500 500 15,000 万円 万円

玉ねぎ 0 0 500 200,000 万円 万円

夫婦・親子等共同申請の場合は、氏名・生年月日・年齢を連記する。
（共同申請の場合は、家族経営協定も添付する。）
※家族経営協定と計画内の「経営の構成」の整合性に注意する。
※認定を受けた後、家族経営協定を締結した場合、原則、「計画の変
更」を行うこととする。

「現状」「目標」については、以下の基準に従う。
認定申請日が４月～１２月【現状】→前年度実績 【目標】→「現状」の５年後
認定申請日が１月～３月 【現状】→当年度実績 【目標】→「現状」の５年後

作付面積は、所有地（自作
地）・借入地・特定作業受託を
含めた合計面積を記載する。

法人経営の場合は経営体全体の農業所得及び労働時間を記載し、「一人当たり」
欄に主たる従事者一人当たりの農業所得及び労働時間を記載する。

記載例

該当する営農類型 1つにチェックをすること。
農産物販売金額１位の部門（作目）の販売金額
が、全体の８０％以上の場合は単一経営（複合
系以外の１つをチェック）とし、８０％未満の
場合は複合経営とする。

必要に応じて、行を追加する。

主たる従事者とは、役員及

び常時雇用者とする。

１３桁の法人番号
を記載する。



（参考）経営の構成

（３）農用地及び農業生産施設

ア農用地 イ農業生産施設

区 分

所在地
地
目

現 状
(a)

目標（令和８年）
(a)

種 別

所在地 規 模

都道府県名 市町村名 都道府県名 市町村名
現 状 目標（令和８年）

棟 ㎡ 棟 ㎡

所有地
富山県 砺波市 田 100 100 ハウス 富山県 砺波市 3 750 4 1,000

作業所 富山県 砺波市 1 600 1 600

借入地
富山県 砺波市 田 2,400 2,700

富山県 南砺市 田 200

その他

経 営 面 積 合 計 2,500 3,000 経 営 面 積 合 計 4 1,350 5 1,600

③生産方式の合理化に関する現状と目標・措置 ④経営管理の合理化に関する現状と目標・措置

(現状）水稲と大麦のほ場集約化を計画的に実施。

(目標) 現状の農地を中心に作物ごとに集約化を進め、無駄の少ない農業を行う。

(現状）複式簿記による記帳の実施。

(目標）複式簿記による記帳の実施、パソコンによる経営分析の実施。

⑤農業従事の態様の改善に関する現状と目標・措置 ⑥その他の農業経営の改善に関する現状と目標・措置

(現状）若い人の参加が少なく、後継者の確保ができていない

(目標) 若い人が営農組織に参加しやすい環境を作り、後継者の確保を図る。

(現状） －

(目標）予定年度：令和３年度 予定資金：スーパーL資金（600万円）
(目標）購入機械：トラクター（6条）

（１）構成員・役員 （２） 雇 用 者

氏 名
(法人経営にあっては役員

の氏名）

年
齢

性
別

代表者との
続柄(法人経
営にあって
は役職)

現 状 見通し（令和８年） 常時雇（年間） 実 人 数 現状 3人 見通し 6人

担当業務 主たる

従事者

年間農業
従事時間 担当業務 主たる

従事者

年間農業
従事時間 臨時雇（年間）

実 人 数 現状 5人 見通し 3人

延べ人数 現状 150 人 見通し 90 人

砺波 太郎 65 男 （代表者） 総括 ○ 2,100 総括 ○ 2,000

庄川 次郎 55 男 理事 全般 ○ 2,100 全般 ○ 2,000

出町 三郎 60 男 理事 全般 ○ 2,100 全般 ○ 2,000

砺波 花子 50 女 理事 経理 1,200 経理 1,100

休日制の導入、後継者の確保などについて記載
する。家族経営協定を締結している場合は、家
族間の役割分担を記載する。

簿記記帳、役割分担、経営の法人化な
どを記載する。作物の品種構成、作付体系、飼養

管理の方法等を記載する。

現在農業に従事しているが５年後には作業から離れる
予定の従事者や、５年以内に就農予定の者についても
記載する。

目安⇒８時間を１日とする。
主たる従事者については、１ページ目の年間労
働時間との整合性に注意する。

主な農業生産施設（ハウス、作業所等）を記
載する。別紙との整合性に注意する。

必要に応じて、行追加すること。

特定作業受託（水稲であれば耕起～収穫までの受託等）であり、収穫物の販売
名義を有し、農産物に係る販売収入の処分権を有するものに限って記載する。

制度資金の融資を受ける場合は、
予定年度、予定資金及び予定貸付
額を記載する。


